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１．2026年３月期の連結業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 45,797 △13.5 2,842 19.4 2,856 19.6 2,093 22.1
2025年３月期 52,945 21.4 2,381 41.2 2,388 46.9 1,714 55.8

(注) 包括利益 2026年３月期 2,585百万円( 58.5％) 2025年３月期 1,631百万円( 16.0％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2026年３月期 72.61 ― 11.3 7.3 6.2
2025年３月期 59.48 ― 10.4 6.5 4.5

(参考) 持分法投資損益 2026年３月期 ―百万円 2025年３月期 ―百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 35,079 19,703 56.2 683.48
2025年３月期 42,867 17,290 40.3 599.78

(参考) 自己資本 2026年３月期 19,703百万円 2025年３月期 17,290百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2026年３月期 8,447 △305 △5,384 6,688
2025年３月期 △6,133 △137 3,933 3,932

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年３月期 ― ― ― 6.00 6.00 172 10.1 1.0
2026年３月期 ― ― ― 8.00 8.00 230 11.0 1.2
2027年３月期(予想) ― ― ― 8.00 8.00 14.1

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり当期純
利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 21,800 △2.8 860 △24.7 830 △27.6 560 △28.6 19.43
通 期 52,700 15.1 2,500 △12.0 2,410 △15.6 1,640 △21.7 56.89



※ 注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2026年３月期 28,835,730株 2025年３月期 28,835,730株

② 期末自己株式数 2026年３月期 8,188株 2025年３月期 8,131株

③ 期中平均株式数 2026年３月期 28,827,579株 2025年３月期 28,827,648株

(参考) 個別業績の概要

１．2026年３月期の個別業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 44,091 △14.9 2,656 17.7 2,689 17.7 1,969 20.3
2025年３月期 51,809 21.1 2,256 36.9 2,284 44.5 1,636 49.7

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期 68.33 ―
2025年３月期 56.79 ―

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 33,508 18,143 54.1 629.39
2025年３月期 41,690 16,241 39.0 563.40

(参考) 自己資本 2026年３月期 18,143百万円 2025年３月期 16,241百万円

２．2027年３月期の個別業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 51,200 16.1 2,400 △9.7 2,330 △13.4 1,590 △19.3 55.16

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業

績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあた

っての注意事項等については、３ページ「１.経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果を背景に、景気は緩やかに回復

してまいりました。しかしながら、物価上昇の継続や米国の通商政策の影響など、景気の先行きは不透明な状況の

まま推移いたしました。

この間、建設業界におきましては、公共投資は補正予算の効果もあって底堅く推移し、民間建設投資は堅調な企

業収益を背景に持ち直しの傾向にあるものの、建設資材価格の高止まりや慢性的な労働者不足により、依然として

予断を許さない経営環境が続いてまいりました。

このような状況の下、当社グループでは2025年度を初年度とする「３カ年経営計画」の基本方針にもとづき、初

年度においては利益創出を重視した受注活動の推進や、施工段階における利益改善施策の実行を進めるとともに、

作業効率向上に向けた取組みや人財育成体制の再構築など、中長期的な成長に向けた基盤整備に取り組んでまいり

ました。

これらの結果、当連結会計年度における売上高は前期比13.5％減の457億97百万円、営業利益は前期比19.4％増の

28億42百万円、経常利益は前期比19.6％増の28億56百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は前期比22.1％増の

20億93百万円となりました。

セグメントごとの経営成績を示すと、次のとおりであります。

なお、セグメント利益は連結損益計算書における営業利益と対応しております。

(建設事業)

売上高は前期に大型工事が進捗した影響等により、前期比13.5％減の456億19百万円となり、セグメント利益は手

持工事の利益改善等により、前期比18.8％増の28億37百万円となりました。

(不動産事業)

売上高は不動産賃貸収入が減少したこと等により、前期比3.5％減の１億88百万円となり、セグメント利益は前期

比19.3％減の31百万円となりました。

（２）当期の財政状態の概況

当連結会計年度末の資産合計は、現金預金が増加したものの、受取手形・完成工事未収入金等及び契約資産が減少

したこと等により、前連結会計年度末に比べ77億88百万円減の350億79百万円となりました。

負債合計は、支払手形・工事未払金等及び短期借入金が減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ102億１

百万円減の153億75百万円となりました。

純資産合計は、配当金の支払により利益剰余金が１億72百万円減少したものの、親会社株主に帰属する当期純利益

20億93百万円を計上したこと等により、前連結会計年度末に比べ24億12百万円増の197億３百万円となりました。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

営業活動によるキャッシュ・フローが84億47百万円のプラス、投資活動によるキャッシュ・フローが３億５百万円

のマイナスとなり、財務活動によるキャッシュ・フローが53億84百万円のマイナスとなりました。

この結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は66億88百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

仕入債務の減少等があったものの、売上債権及び契約資産の減少等により、前連結会計年度61億33百万円のマイナ

スから84億47百万円のプラスとなり、145億80百万円の増加となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

有形固定資産の取得による支出が減少したものの、投資有価証券の取得による支出が増加したこと等により、前連

結会計年度１億37百万円のマイナスから３億５百万円のマイナスとなり、１億68百万円の減少となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

借入金が減少したこと等により、前連結会計年度39億33百万円のプラスから53億84百万円のマイナスとなり、93億

18百万円の減少となりました。
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期 2026年３月期

自己資本比率（％） 39.1 41.5 52.0 40.3 56.2

時価ベースの自己資本比率（％） 28.6 26.4 30.9 21.5 38.7

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（年）
2.8 2.4 1.3 ― 0.1

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
76.0 89.3 140.5 ― 507.9

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注）１ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

２ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。

３ 営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・

フロー」及び「利息の支払額」を用いております。

（４）今後の見通し

今後の見通しにつきましては、国内経済は緩やかな回復基調のまま推移することが見込まれ、建設業界におきま

しても、堅調な企業収益や省力化投資への対応等を背景に、持ち直しの傾向が続くことが期待されます。一方で、

中東情勢等の地政学リスクや物価上昇による影響について、十分に注意する必要があります。また、建設技術者や

技能労働者の減少と高齢化が進んでおり、業界を取り巻く環境は、引き続き厳しさを増していくものと予想されま

す。

このような状況の下、当社グループでは、３カ年経営計画２年目にあたる2026年度は、最終年度計画数値の達成

確度を高める年度と位置付け、利益創出プロセスの確立、人財の確保・育成及び働きがいの追求などを通じて「持

続的な企業価値の向上」を図ってまいります。

具体的な施策といたしましては、事業規模の拡大とさらなる収益力向上のため、ＤＸ推進による生産性の向上に

取り組んでまいります。また、建設事業における最優先かつ最重要課題である「人財の確保・育成」の取組みを強

化するため、全社を挙げた戦略的採用活動を推し進め、人財育成体制「ＮＴアカデミー」の実効性向上に取り組む

とともに、働きがいを高める施策を通じて、従業員エンゲージメントの向上に努めてまいります。さらに、これら

の取組みに加えて、受注から竣工までのオペレーション改革を実施することで、建設事業における競争優位性を強

化してまいります。

また、資本コストや株価を意識した経営の推進のもと、収益力の向上と財務健全性の維持に継続して取り組み、

持続的な企業価値の向上に努めてまいります。

次期（2027年３月期）の連結業績見通しにつきましては、売上高527億円、営業利益25億円、経常利益24億10百万

円、親会社株主に帰属する当期純利益16億40百万円を見込んでおります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループの利害関係者の多くは、国内の株主、債権者、取引先等であり、海外での活動がないことから、会計基

準につきましては日本基準を適用しております。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 3,932 6,688

受取手形・完成工事未収入金等及び契約資産 32,043 22,562

電子記録債権 1,472 465

未収入金 75 61

販売用不動産 986 967

未成工事支出金 394 113

材料貯蔵品 33 38

その他 649 170

貸倒引当金 △93 △53

流動資産合計 39,496 31,013

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 695 705

機械、運搬具及び工具器具備品 921 917

土地 365 365

リース資産 3 3

減価償却累計額 △1,253 △1,324

有形固定資産合計 732 667

無形固定資産 92 112

投資その他の資産

投資有価証券 866 1,315

敷金及び保証金 100 115

退職給付に係る資産 1,232 1,715

繰延税金資産 285 87

その他 69 56

貸倒引当金 △7 △4

投資その他の資産合計 2,547 3,285

固定資産合計 3,371 4,065

資産合計 42,867 35,079
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 13,333 8,008

電子記録債務 2,587 2,016

短期借入金 5,880 734

未払法人税等 535 517

リース債務 0 0

契約負債 891 162

完成工事補償引当金 87 75

工事損失引当金 14 0

賞与引当金 421 577

預り金 43 44

その他 260 1,928

流動負債合計 24,057 14,066

固定負債

長期借入金 100 36

リース債務 1 0

退職給付に係る負債 1,315 1,168

長期預り保証金 102 104

固定負債合計 1,520 1,309

負債合計 25,577 15,375

純資産の部

株主資本

資本金 2,000 2,000

資本剰余金 1,703 1,703

利益剰余金 13,153 15,073

自己株式 △4 △4

株主資本合計 16,852 18,772

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 123 231

退職給付に係る調整累計額 313 698

その他の包括利益累計額合計 437 930

純資産合計 17,290 19,703

負債純資産合計 42,867 35,079



南海辰村建設株式会社(1850) 2026年３月期 決算短信

－6－

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

売上高

完成工事高 52,753 45,612

不動産事業売上高 191 184

売上高合計 52,945 45,797

売上原価

完成工事原価 48,001 40,482

不動産事業売上原価 121 119

売上原価合計 48,122 40,601

売上総利益

完成工事総利益 4,752 5,130

不動産事業総利益 70 65

売上総利益合計 4,822 5,195

販売費及び一般管理費 2,441 2,353

営業利益 2,381 2,842

営業外収益

受取利息 1 5

受取配当金 9 12

受取和解金 33 -

投資事業組合運用益 12 20

その他 12 13

営業外収益合計 68 51

営業外費用

支払利息 19 21

訴訟関連費用 35 11

その他 5 3

営業外費用合計 60 36

経常利益 2,388 2,856

税金等調整前当期純利益 2,388 2,856

法人税、住民税及び事業税 616 790

法人税等調整額 57 △27

法人税等合計 674 763

当期純利益 1,714 2,093

親会社株主に帰属する当期純利益 1,714 2,093
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

当期純利益 1,714 2,093

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 36 107

退職給付に係る調整額 △119 385

その他の包括利益合計 △82 492

包括利益 1,631 2,585

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,631 2,585

非支配株主に係る包括利益 - -
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,000 1,703 11,553 △3 15,253

当期変動額

剰余金の配当 △115 △115

親会社株主に帰属する

当期純利益
1,714 1,714

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 1,599 △0 1,599

当期末残高 2,000 1,703 13,153 △4 16,852

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 87 433 520 15,773

当期変動額

剰余金の配当 △115

親会社株主に帰属する

当期純利益
1,714

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
36 △119 △82 △82

当期変動額合計 36 △119 △82 1,516

当期末残高 123 313 437 17,290
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当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,000 1,703 13,153 △4 16,852

当期変動額

剰余金の配当 △172 △172

親会社株主に帰属する

当期純利益
2,093 2,093

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 1,920 △0 1,920

当期末残高 2,000 1,703 15,073 △4 18,772

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 123 313 437 17,290

当期変動額

剰余金の配当 △172

親会社株主に帰属する

当期純利益
2,093

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
107 385 492 492

当期変動額合計 107 385 492 2,412

当期末残高 231 698 930 19,703
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,388 2,856

減価償却費 108 118

貸倒引当金の増減額（△は減少） △17 △42

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △32 △12

工事損失引当金の増減額（△は減少） 10 △14

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △85 △85

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 43 16

受取利息及び受取配当金 △10 △17

受取和解金 △33 -

投資事業組合運用益 △12 △20

支払利息 19 21

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △14,702 10,489

未成工事支出金の増減額（△は増加） △42 281

その他の棚卸資産の増減額（△は増加） 12 △5

未収入金の増減額（△は増加） 57 14

仕入債務の増減額（△は減少） 5,720 △5,896

契約負債の増減額（△は減少） 746 △729

破産更生債権等の増減額（△は増加） 70 -

未収消費税等の増減額（△は増加） △203 469

未払消費税等の増減額（△は減少） △16 1,644

その他 105 148

小計 △5,871 9,238

利息及び配当金の受取額 10 17

利息の支払額 △24 △16

和解金の受取額 33 -

法人税等の支払額 △283 △802

法人税等の還付額 3 10

営業活動によるキャッシュ・フロー △6,133 8,447

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △152 △13

無形固定資産の取得による支出 △24 △31

投資有価証券の取得による支出 - △290

その他 38 29

投資活動によるキャッシュ・フロー △137 △305

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,200 △5,130

長期借入れによる収入 100 -

長期借入金の返済による支出 △248 △80

配当金の支払額 △115 △172

その他 △2 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,933 △5,384

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,337 2,756

現金及び現金同等物の期首残高 6,269 3,932

現金及び現金同等物の期末残高 3,932 6,688
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(セグメント情報)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、常務会が、経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、製品・サービス別の組織体制に基づき事業活動を展開しており、「建設事業」、「不動産事業」の２つを

報告セグメントとしております。

「建設事業」は、建築・土木・電気その他建設工事全般に関連する事業を行っております。「不動産事業」は、不

動産の販売、賃貸その他不動産に関連する事業を行っております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載

と概ね同一であります。セグメント間の内部収益及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント 調整額
(注)１、２

連結財務諸表
計上額(注)３建設事業 不動産事業 計

売上高

外部顧客への売上高 52,753 191 52,945 ― 52,945

セグメント間の内部

売上高又は振替高
6 3 10 △10 ―

計 52,760 195 52,955 △10 52,945

セグメント利益 2,388 39 2,427 △46 2,381

セグメント資産 38,139 2,060 40,199 2,668 42,867

その他の項目

減価償却費 46 24 70 37 108

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

29 5 34 141 176

(注) １ セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない全社費用（一般管理費）

であります。

２ セグメント資産の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社での

余資運用資金及び福利厚生施設に係る資産等であります。

３ セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント 調整額
(注)１、２

連結財務諸表
計上額(注)３建設事業 不動産事業 計

売上高

外部顧客への売上高 45,612 184 45,797 ― 45,797

セグメント間の内部

売上高又は振替高
7 3 10 △10 ―

計 45,619 188 45,808 △10 45,797

セグメント利益 2,837 31 2,869 △26 2,842

セグメント資産 30,203 2,130 32,333 2,745 35,079

その他の項目

減価償却費 37 23 60 57 118

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

52 0 52 1 54

(注) １ セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない全社費用（一般管理費）

であります。

２ セグメント資産の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社での

余資運用資金及び福利厚生施設に係る資産等であります。

３ セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

１株当たり純資産額 599.78円 683.48円

１株当たり当期純利益 59.48円 72.61円

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 1,714 2,093

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 1,714 2,093

普通株式の期中平均株式数 (株) 28,827,648 28,827,579

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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４．補足情報
受注高、売上高及び次期繰越高

①受注高
(単位：百万円)

区分
前連結会計年度 当連結会計年度 比較増減(△)

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 増減率(％)

受
注
工
事
高

建築

官庁 2,079 3.1 2,972 5.0 892 42.9

民間 52,755 79.1 34,965 58.9 △17,790 △33.7

計 54,835 82.2 37,937 63.9 △16,897 △30.8

土木

官庁 2,308 3.5 10,514 17.7 8,206 355.4

民間 9,501 14.3 10,899 18.4 1,398 14.7

計 11,810 17.8 21,414 36.1 9,604 81.3

合計

官庁 4,388 6.6 13,487 22.7 9,098 207.3

民間 62,256 93.4 45,864 77.3 △16,392 △26.3

計 66,645 100.0 59,351 100.0 △7,293 △10.9

②売上高
(単位：百万円)

区分
前連結会計年度 当連結会計年度 比較増減(△)

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 増減率(％)

完
成
工
事
高

建築

官庁 5,934 11.2 2,223 4.9 △3,710 △62.5

民間 35,561 67.2 30,932 67.5 △4,628 △13.0

計 41,496 78.4 33,156 72.4 △8,339 △20.1

土木

官庁 1,643 3.1 902 2.0 △740 △45.1

民間 9,614 18.1 11,553 25.2 1,939 20.2

計 11,257 21.2 12,455 27.2 1,198 10.6

計

官庁 7,578 14.3 3,126 6.9 △4,451 △58.7

民間 45,175 85.3 42,486 92.7 △2,689 △6.0

計 52,753 99.6 45,612 99.6 △7,141 △13.5

不動産事業売上高 191 0.4 184 0.4 △6 △3.5

合計 52,945 100.0 45,797 100.0 △7,148 △13.5

③次期繰越高
(単位：百万円)

区分
前連結会計年度 当連結会計年度 比較増減(△)

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 増減率(％)

繰
越
工
事
高

建築

官庁 2,087 2.9 2,836 3.3 748 35.9

民間 59,179 81.3 63,211 73.0 4,032 6.8

計 61,267 84.2 66,048 76.3 4,781 7.8

土木

官庁 1,792 2.4 11,405 13.2 9,612 536.2

民間 9,753 13.4 9,099 10.5 △654 △6.7

計 11,546 15.8 20,504 23.7 8,958 77.6

合計

官庁 3,880 5.3 14,241 16.5 10,361 267.0

民間 68,932 94.7 72,310 83.5 3,378 4.9

計 72,813 100.0 86,552 100.0 13,739 18.9

(注) １ 当社グループでは建設事業以外は受注生産を行っておりません。

２ 当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

以 上


